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2.3 要求事項（試験炉設置許可基準規則第 12条第 1項）への適合性説明 

 

（安全施設） 

第十二条 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたものでなければな

らない。 

２ （省略） 

３ （省略） 

４ （省略） 

５ （省略） 

６ （省略） 

 

適合のための設計方針 

 

１ について 

 安全施設の安全機能の重要度を、「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の解釈」に基づき、「研究炉の重要度分類の考え方」を参考に、原子炉施設の特徴を踏ま

えて、以下のクラスに分類し、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されるように設計す

ることを基本とする。また、「研究炉の重要度分類の考え方」を参考とする際には、「高出力炉」を対

象とする。なお、各クラスの信頼度の目標は以下とする。 

クラス１：合理的に達成し得る最高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。 

クラス２：高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。 

クラス３：一般の産業施設と同等以上の信頼性を確保し、かつ、維持すること。 

 また、「研究炉の重要度分類の考え方」では、「高出力炉」が「10MW以上／50MW以下」と定義され、

「常陽」の熱出力を下回る（炉心に蓄積される核分裂生成物の量が、「高出力炉」の想定よりも多い）

ことから、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（以下「発電炉指針」

という。）も参考にするものとする。さらに、「常陽」がナトリウム冷却型高速炉であることを踏まえ、

「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」も参考にするものとする。 

 安全機能の重要度分類に当たり、ＰＳ及びＭＳに係る各クラスの定義は、「研究炉の重要度分類の

考え方」に基づき、以下とする。 

ＰＳ－１： その損傷又は故障により発生する事象によって燃料の多量の破損を引き起こすお

それがあり、敷地外への著しい放射性物質の放出のおそれのある構築物、系統及び機器 

ＰＳ－２： その損傷又は故障により発生する事象によって、燃料の多量の破損を直ちに引き起

こすおそれはないが、敷地外への過度の放射性物質の放出のおそれのある構築物、系統

及び機器 

ＰＳ－３： （ⅰ）異常状態の起因事象となるものであってＰＳ－１、ＰＳ－２以外の構築物、

系統及び機器、（ⅱ）原子炉冷却材中放射性物質濃度を通常運転に支障のない程度に低

く抑える構築物、系統及び機器 

ＭＳ－１： （ⅰ）異常状態発生時に、敷地周辺公衆への過度の放射線の影響を防止する構築物、

系統及び機器、（ⅱ）安全上必須なその他の構築物、系統及び機器 
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ＭＳ－２： （ⅰ）ＰＳ－２の構築物、系統及び機器の損傷又は故障が及ぼす敷地周辺公衆への

放射線の影響を十分小さくするようにする構築物、系統及び機器、（ⅱ）異常状態への

対応上特に重要な構築物、系統及び機器、（ⅲ）安全上特に重要なその他の構築物、系

統及び機器 

ＭＳ－３： （ⅰ）運転時の異常な過渡変化があってもＭＳ－１、ＭＳ－２とあいまって、事象

を緩和する構築物、系統及び機器、（ⅱ）異常状態への対応上必要な構築物、系統及び

機器 

 クラス１の分類にあっては、ＰＳについて、炉心に蓄積される核分裂生成物の量が、「研究炉の重

要度分類の考え方」の「高出力炉」の想定よりも多いことを考慮し、保守的に、「発電炉指針」に倣

って、安全機能の重要度を判断する。ＭＳについては、プラントの特徴を踏まえ、異常状態発生時に

原子炉を緊急に停止し、残留熱を除去し、敷地周辺公衆への過度の放射線の影響を防止する観点で、

安全機能の重要度を判断する。敷地周辺公衆への過度の放射線の影響を防止する観点では、設計基準

事故において、周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることなく、事象を収束させ

るために必要となる安全機能を放射性物質の放散に対する障壁とし、これらをＭＳ－１とする。「周

辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えない」ことの判断については、「水冷却型試験

研究用原子炉施設の安全評価に関する審査指針」解説に示されている「周辺公衆の実効線量の評価値

が発生事故当たり 5mSv を超えなければ「リスク」は小さいと判断する。なお、これは、発生頻度が

極めて小さい事故に対しては、実効線量の評価値が上記の値をある程度超えてもその「リスク」は小

さいと判断できる。」との考え方によるものである。 

 クラス２の分類にあっては、ＰＳについて、炉心に蓄積される核分裂生成物の量が、「研究炉の重

要度分類の考え方」の「高出力炉」の想定よりも多いことを考慮し、保守的に、「発電炉指針」に倣

って、安全機能の重要度を判断する。ＭＳについては、ＰＳ－２の機能喪失を起因事象とする設計基

準事故において、敷地周辺公衆への放射線の影響を十分小さくするようにする機能をＭＳ－２とす

る。 

 運転時の異常な過渡変化にあっては、ＭＳ－１に分類した「原子炉の緊急停止及び未臨界維持機

能」、「原子炉停止後の除熱機能」、「原子炉停止系への作動信号の発生機能」、「安全上特に重要な関連

機能」により、炉心は損傷に至ることなく、かつ、原子炉施設は通常運転に復帰できる状態で事象が

収束される。設計基準事故のうち、「炉心内の反応度の増大に至る事故」及び「炉心冷却能力の低下

に至る事故」にあっても、「原子炉の緊急停止及び未臨界維持機能」、「原子炉停止後の除熱機能」、「原

子炉停止系への作動信号の発生機能」、「安全上特に重要な関連機能」により、炉心は溶融や著しい損

傷に至ることなく、事象が収束される。 

 設計基準事故のうち、放射性物質の放散を想定する「１次冷却材漏えい事故」、「１次アルゴンガス

漏えい事故」、「気体廃棄物処理設備破損事故」及び「燃料取替取扱事故」にあっては、ＭＳ－１に分

類した「放射性物質の閉じ込め機能」及び「工学的安全施設への作動信号の発生機能」、並びにＭＳ

－２に分類した「放射線の遮蔽及び放出低減機能」及び「燃料プール水の保持機能」により、周辺の

公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることなく、事象が収束される（敷地周辺公衆への

放射線の影響を十分小さくすることを含む。）。 

 クラス３の分類にあっては、ＰＳについて、ＰＳ－１、ＰＳ－２以外の異常状態の起因事象となる

もの等をＰＳ－３とする。ＭＳについては、安全評価において、その機能には期待していないものの、
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事象を緩和するために使用できる機能等をＭＳ－３とする。 
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安全重要度分類の考え方と安全施設の構造概要 
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1. 概要 

安全施設の安全機能の重要度は、「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」、「発電用軽水型原子炉施

設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」、「水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計審

査指針」の「添付 水冷却型試験研究用原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する基本的な考え方」

等を参考として設定した。当該設定のプロセスを以下に示す。 

 

2. 安全重要度分類に関する基本方針 

安全施設の安全機能の重要度は、「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の解釈」に基づき、「水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針」の「添

付 水冷却型試験研究用原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する基本的な考え方」（以下「試験

研究炉指針」という。）を参考として実施することを基本とする。なお、試験研究炉指針を参考とす

る際には、「高出力炉」を対象とする。 

また、上記では、「高出力炉」が「10MW以上／50MW以下」と定義され、「常陽」の熱出力を下回る

ことから、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（以下「発電炉指針」

という。）も参考にするものとする。さらに、「常陽」がナトリウム冷却型高速炉であることを踏まえ、

「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」も参考にするものとする。 

 

 

 

[6]



12条(1)-別紙 3-2 

 

3. クラス１機器の選定 

3.1 ＰＳ－１ 

 （１）定義 

  その損傷又は故障により発生する事象によって燃料の多量の破損を引き起こすおそれがあ

り、敷地外への著しい放射性物質の放出のおそれのある構築物、系統及び機器をＰＳ－１とす

る。 

 

 （２）選定結果 

機 能 構築物、系統又は機器 

原子炉冷却材バウンダリ機能 ① 原子炉容器 
 １）本体 
② １次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナトリウム充填・ドレン系 
 １）原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただ

し、計装等の小口径のものを除く。） 

炉心形状の維持機能 ① 炉心支持構造物 
 １）炉心支持板 
 ２）支持構造物 
② 炉心バレル構造物 
 １）バレル構造体 
③ 炉心構成要素 
 １）炉心燃料集合体 
 ２）照射燃料集合体 
 ３）内側反射体 
 ４）外側反射体（Ａ） 
 ５）材料照射用反射体 
 ６）遮へい集合体 
 ７）計測線付実験装置 
 ８）照射用実験装置 

 

 （３）選定の考え方 

  （a）「原子炉冷却材バウンダリ機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－２（「炉心の冷却（１次冷却系設備）」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－１（「原子炉冷却材圧力バウンダリ機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＰＳ－１とした。 

 

  （b）「炉心形状の維持機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－２（「炉心の形成」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－１（「炉心形状の維持機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＰＳ－１とした。 

 

  なお、上記（a）、（b）以外に発電炉指針では、「過剰反応度の印加防止機能」をＰＳ－１として
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いる（試験研究炉指針では、「過剰な反応度の印加防止」としてＰＳ－２）。これについては、「常

陽」は圧力が低く、制御棒の飛び出し等が生じるおそれがないことから、対象外とした。 
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3.2 ＭＳ－１ 

 （１）定義 

  （ⅰ）異常状態発生時に、敷地周辺公衆への過度の放射線の影響を防止する構築物、系統及

び機器、又は（ⅱ）安全上必須なその他の構築物、系統及び機器をＭＳ－１とする。 

 

 （２）選定結果 

機 能 構築物、系統又は機器 特記すべき関連系 
原子炉の緊急停止 
及び未臨界維持機能 

（ⅰ） 

① 制御棒 
② 制御棒駆動系 
 １）駆動機構 
 ２）上部案内管 
 ３）下部案内管 
③ 後備炉停止制御棒 
④ 後備炉停止制御棒駆動系 
 １）駆動機構 
 ２）上部案内管 
 ３）下部案内管 

① 炉心支持構造物 
 １）炉心支持板 
 ２）支持構造物 
② 炉心バレル構造物 
 １）バレル構造体 
③ 炉心構成要素 
 １）炉心燃料集合体 
 ２）照射燃料集合体 
 ３）内側反射体 
 ４）外側反射体（Ａ） 
 ５）材料照射用反射体 
 ６）遮へい集合体 
 ７）計測線付実験装置 
 ８）照射用実験装置 

１次冷却材漏えい量 
の低減機能（ⅰ） 

① 原子炉容器 
 １）リークジャケット 
② １次主冷却系、１次補助冷却系及び１
次ナトリウム充填・ドレン系のうち、原
子炉冷却材バウンダリに属する容器・配
管・ポンプ・弁の配管（外側）又はリー
クジャケット 

③ １次主冷却系 
 １）逆止弁 
④ １次補助冷却系 
 １）サイフォンブレーク弁 
⑤ １次予熱窒素ガス系 
 １）仕切弁 

① 関連するプロセス計装（ナトリ
ウム漏えい検出器） 

原子炉停止後の 
除熱機能（ⅰ） 

① １次主冷却系 
 １）１次主循環ポンプポニーモータ 
 ２）逆止弁 
② ２次主冷却系 
 １）主冷却機（主送風機を除く。） 

① 原子炉容器 
 １）本体 
② １次主冷却系、１次補助冷却系

及び１次ナトリウム充填・ドレ
ン系 

 １）原子炉冷却材バウンダリに属
する容器・配管・ポンプ・弁（た
だし、計装等の小口径のものを
除く。） 

③ ２次主冷却系、２次補助冷却
系、２次ナトリウム純化系及び
２次ナトリウム充填・ドレン系 

 １）冷却材バウンダリに属する容
器・配管・ポンプ・弁（ただし、
計装等の小口径のものを除
く。） 

放射性物質 
の閉じ込め機能（ⅰ） 

① 格納容器 
② 格納容器バウンダリに属する配管・弁 

 

工学的安全施設及び 
原子炉停止系への 
作動信号の発生機能

（ⅱ） 

① 原子炉保護系（スクラム） 
② 原子炉保護系（アイソレーション） 

① 関連する核計装 
② 関連するプロセス計装 

安全上特に 
重要な関連機能（ⅱ） 

① 中央制御室 
② 非常用ディーゼル電源系（ＭＳ－１に
関連するもの） 

③ 交流無停電電源系（ＭＳ－１に関連す
るもの） 

④ 直流無停電電源系（ＭＳ－１に関連す
るもの） 

① 関連する補機冷却設備 
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 （３）選定の考え方 

  （a）「原子炉の緊急停止及び未臨界維持機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－１（「原子炉の緊急停止及び未臨界維持」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「原子炉の緊急停止機能」、「未臨界維持機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」でも同様に本機能をＭＳ－１とした。 

 

  （b）「１次冷却材漏えい量の低減機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－２（「炉心の冠水維持」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「炉心冷却機能」） 

    なお、発電炉指針において、「炉心冷却機能」に対して非常用炉心冷却系が例示されており、

ここでは、これらの機能を「１次冷却材漏えい量の低減機能」と読み替え、「常陽」では、発

電炉指針に倣い本機能をＭＳ－１とした。 

 

  （c）「原子炉停止後の除熱機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－２（「停止後の炉心冷却」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「原子炉停止後の除熱機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＭＳ－１とした。 

 

  （d）「放射性物質の閉じ込め機能」 

 試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－２（「放射性物質の閉じ込め」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「放射性物質の閉じ込め機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＭＳ－１とした。本機能により、

「異常状態発生時に、敷地周辺公衆への過度の放射線の影響を防止」することができる。 

 

  （e）「工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－１（「停止系への作動信号の発生」） 

               ＭＳ－２（「工学的安全設備への作動信号の発生」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生
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機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＭＳ－１とした。 

 

  （f）「安全上特に重要な関連機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－２（「安全上重要な関連機能」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「安全上特に重要な関連機能」（ただし、ＭＳ－１に関連

するものを対象）） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣いＭＳ－１に関連する「安全上特に重要な

関連機能」をＭＳ－１とした。なお、本機能に属するもののうち非常用ディーゼル電源系、交

流無停電電源系及び直流無停電電源系について、ＭＳ－１に関連するもの以外はＭＳ-２とし

た。 

 

  なお、（a）から（f）以外に発電炉指針では、「原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能」を

ＭＳ－１としている。これについては、「常陽」は運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時に

作動を要求される安全弁を必要としない（有しない）ことから、対象外とした。 
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4. クラス２機器の選定 

4.1 ＰＳ－２ 

 （１）定義 

  その損傷又は故障により発生する事象によって、燃料の多量の破損を直ちに引き起こすおそ

れはないが、敷地外への過度の放射性物質の放出のおそれのある構築物、系統及び機器をＰＳ

－２とする。 

 

 （２）選定結果   

機 能 構築物、系統又は機器 

原子炉カバーガス等のバウンダリ機能 ① １次アルゴンガス系 
１）原子炉カバーガスのバウンダリに属する容器・配管・

弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。） 
② 原子炉容器 
１）本体（原子炉冷却材バウンダリに属するもの及び計

装等の小口径のものを除く。） 
③ １次主冷却系 
１）原子炉カバーガスのバウンダリに属する容器・配管・

弁（原子炉冷却材バウンダリに属するもの及び計装
等の小口径のものを除く。） 

④ １次オーバフロー系 
１）原子炉カバーガスのバウンダリに属する容器・配管・

弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。） 
⑤ １次ナトリウム充填・ドレン系 
１）原子炉カバーガスのバウンダリに属する容器・配管・

弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。） 
⑥ 回転プラグ（ただし、計装等の小口径のものを除く。） 

原子炉冷却材バウンダリに 
直接接続されていないものであって、 

放射性物質を貯蔵する機能 

① 原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備 
１）貯蔵ラック 
２）水冷却池 
② 第一使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備 
１）貯蔵ラック 
２）水冷却池 
③ 第二使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備 
１）貯蔵ラック 
２）水冷却池 
④ 気体廃棄物処理設備 
１）アルゴン廃ガス処理系 

燃料を安全に取り扱う機能 ① 核燃料物質取扱設備 

 

 （３）選定の考え方 

  （a）「原子炉カバーガス等のバウンダリ機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： 該当なし 

    本機能は、高速増殖炉の安全性の評価の考え方において、原子炉カバーガス系に関する事故

を考慮することが要求されていること、及び本機能は、「その損傷又は故障により発生する事

象によって、燃料の多量の破損を直ちに引き起こすおそれはないが、敷地外への過度の放射性

物質の放出のおそれのある構築物、系統及び機器」であることを踏まえＰＳ－２とした。 
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  （b）「原子炉冷却材バウンダリに直接接続されていないものであって、放射性物質を貯蔵する機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： ＰＳ－２（「原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されないもの

であって、放射性物質を貯蔵する機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＰＳ－２とした。 

 

  （c）「燃料を安全に取り扱う機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－３（「燃料を安全に取り扱う機能」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－２（「燃料を安全に取り扱う機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＰＳ－２とした。 

 

  なお、上記（a）から（c）以外に試験研究炉指針では、「（照射ループ設備）冷却材バウンダリ・

保護機能・試料冷却」をＰＳ－２としている。これについては、「常陽」は、照射ループ設備に相

当する実験設備を有しないことから、対象外とした。 

  また、発電炉指針では、①「原子炉冷却材を内蔵する機能（ただし、原子炉冷却材圧力バウンダ

リから除外されている計装等の小口径のもの及びバウンダリに直接接続されていないものは除

く。）」、②「安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能」をＰＳ－２としている。①については、「常陽」

は、「原子炉冷却材バウンダリに直接接続されているものであって、原子炉冷却材を内蔵する機能」

に該当する機器を有しないことから、対象外とした。②については、「常陽」は、「安全弁及び逃が

し弁の吹き止まり機能」に該当する機器を有しないことから、対象外とした。 
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4.2 ＭＳ－２ 

 （１）定義 

  （ⅰ）ＰＳ－２の構築物、系統及び機器の損傷又は故障が及ぼす敷地周辺公衆への放射線の

影響を十分小さくするようにする構築物、系統及び機器、（ⅱ）異常状態への対応上特に重要

な構築物、系統及び機器、（ⅲ）安全上特に重要なその他の構築物、系統及び機器をＭＳ－２

とする。 

 

 （２）選定結果 

機 能 構築物、系統又は機器 

燃料プール水の保持機能（ⅰ） ① 原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備 
 １）水冷却池 
 ２）水冷却浄化設備のうち、サイフォンブレーク弁 
② 第一使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備 
 １）水冷却池 
 ２）水冷却浄化設備のうち、サイフォンブレーク弁 
③ 第二使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備 
 １）水冷却池 
 ２）水冷却浄化設備のうち、サイフォンブレーク弁 

放射線の遮蔽及び放出低減機能（ⅰ） ① 外周コンクリート壁 
② アニュラス部排気系 
 １）アニュラス部排気系（アニュラス部常用排気フィ

ルタを除く。） 
③ 非常用ガス処理装置 
④ 主排気筒 
⑤ 放射線低減効果の大きい遮蔽（安全容器及び遮へい

コンクリート冷却系を含む。） 

事故時のプラント状態の把握機能（ⅱ） ① 事故時監視計器の一部 

安全上重要な関連機能（ⅲ） ① 非常用ディーゼル電源系（ＭＳ－１に属するものを
除く。） 

② 交流無停電電源系（ＭＳ－１に属するものを除く。） 
③ 直流無停電電源系（ＭＳ－１に属するものを除く。） 

 

 （３）選定の考え方 

  （a）「燃料プール水の保持機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： ＭＳ－２（「燃料プール水の補給機能」） 

    「常陽」では、「燃料プール水の補給機能」を喪失した場合にあっても、「燃料プール水の保

持機能」を確保することによって、敷地周辺公衆への放射線の影響を十分小さくする役割を果

たすことが可能であることから、「燃料プール水の保持機能」をＭＳ－２、「燃料プール水の補

給機能」はＭＳ-３とした。なお、「常陽」では、使用済燃料貯蔵設備の水冷却池に貯蔵される

使用済燃料の崩壊熱は小さく、かつ、水冷却池に多量の冷却水を保有しているため、冷却水の

蒸発により、水冷却池の水位が遮蔽に必要な水位を下回るまでに十分な猶予期間（約 2ヶ月）

が確保される（別添 1参照）。 
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  （b）「放射線の遮蔽及び放出低減機能」 

 試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－２（「遮蔽及び放出低減」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－１（「放射線の遮蔽及び放出低減機能」） 

  「常陽」では、ＭＳ－１とした「放射性物質の閉じ込め機能」により「異常状態発生時に、

敷地周辺公衆への過度の放射線の影響を防止」できることを踏まえて、「放射線の遮蔽及び放

出低減機能」はＭＳ－２とした。本機能は「ＰＳ－２の構築物、系統及び機器の損傷又は故障

が及ぼす敷地周辺公衆への放射線の影響を十分小さくするようにする構築物、系統及び機器」

として十分な能力を有する。 

 

  （c）「事故時のプラント状態の把握機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－２（「事故時のプラント状態の把握（原子炉建屋内放射線モ

ニタ）」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－２（「事故時のプラント状態の把握機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」でも同様に本機能をＭＳ－２とした。 

 

  （d）「安全上重要な関連機能」 

    3.2（3）の「安全上特に重要な関連機能」を参照。 

 

  なお、上記（a）から（d）以外に試験研究炉指針では、「（実験設備）炉心の冠水維持」、「（照射

ループ設備）保護機能及び特に重要な計測」をＭＳ－２としている。これについては、「常陽」は、

これらに相当する設備を有しないことから、対象外とした。 

  また、発電炉指針では、①「放射性物質放出の防止機能」、②「異常状態の緩和機能」、③「制御

室外からの安全停止機能」をＭＳ－２としている。①については、ＭＳ－２とした『放射線の遮蔽

及び放出低減機能』に含まれるものとした。②については、「常陽」は「異常状態の緩和機能」に

該当する逃し弁を要しない（有しない）ことから、対象外とした。③については、5.2（3）の「制

御室外からの安全停止機能」において述べる。 
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5. クラス３機器の選定 

5.1 ＰＳ－３ 

 （１）定義 

  （ⅰ）異常状態の起因事象となるものであってＰＳ－１、ＰＳ－２以外の構築物、系統及び

機器、（ⅱ）原子炉冷却材中放射性物質濃度を通常運転に支障のない程度に低く抑える構築物、

系統及び機器をＰＳ－３とする。 

 

 （２）選定結果 

機 能 構築物、系統又は機器 

１次冷却材を内蔵する機能 
（ＰＳ－１以外のもの）（ⅰ） 

① １次ナトリウム純化系のうち、１次冷却材を内
蔵しているか、又は内蔵し得る容器・配管・ポ
ンプ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除
く。） 

② １次オーバフロー系のうち、１次冷却材を内蔵
しているか、又は内蔵し得る容器・配管・ポン
プ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。） 

③ １次ナトリウム充填・ドレン系のうち、１次冷
却材を内蔵しているか、又は内蔵し得る容器・
配管・弁（ＰＳ－１に属するもの及び計装等の
小口径のものを除く。） 

２次冷却材を内蔵する機能 
（通常運転時の炉心の冷却に関連するもの）（ⅰ） 

① ２次主冷却系、２次補助冷却系、２次ナトリウ
ム純化系及び２次ナトリウム充填・ドレン系 

 １）冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポン
プ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。） 

放射性物質の貯蔵機能（ⅰ） ① 液体廃棄物処理設備 
② 固体廃棄物貯蔵設備 

通常運転時の冷却材の循環機能（ⅰ） ① １次主冷却系 
 １）１次主循環ポンプ 
  ⅰ）１次主循環ポンプ本体（循環機能） 
  ⅱ）主電動機 
② ２次主冷却系 
 １）２次主循環ポンプ 
  ⅰ）２次主循環ポンプ本体（循環機能） 
  ⅱ）電動機 

通常運転時の最終ヒートシンクへの 
熱輸送機能（ⅰ） 

① ２次主冷却系 
 １）主送風機 
  ⅰ）電動機 
  ⅱ）電磁ブレーキ 

電源供給機能（非常用を除く。）（ⅰ） ① 一般電源系（受電エリア） 

プラント計測・制御機能 
（安全保護機能を除く。）（ⅰ） 

① 原子炉冷却材温度制御系（関連するプロセス計
装及び制御用圧縮空気設備を含む。） 

核分裂生成物の原子炉冷却材中への 
放散防止機能（ⅱ） 

① 炉心構成要素 
 １）炉心燃料集合体 
  ⅰ）被覆管 
 ２）照射燃料集合体 
  ⅰ）被覆管 

 

 （３）選定の考え方 

  （a）「１次冷却材を内蔵する機能（ＰＳ－１以外のもの）」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 
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     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： ＰＳ－３（「原子炉冷却材保持機能（ＰＳ－１、ＰＳ－２以外のもの）」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣ってＰＳ－３とした。なお、本機能に属す

る１次ナトリウム純化系、１次オーバフロー系、及び１次ナトリウム充填・ドレン系の一部は、Ｐ

Ｓ－２の「原子炉カバーガス等のバウンダリ機能」にも属する。 

 

  （b）「２次冷却材を内蔵する機能（通常運転時の炉心の冷却に関連するもの）」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－３（「炉心の冷却（２次冷却系設備）」） 

       発電炉指針 ： 該当なし 

    これを踏まえて、「常陽」でも、本機能はＰＳ－３とした。 

    なお、２次主冷却系、２次補助冷却系、２次ナトリウム純化系及び２次ナトリウム充填・ド

レン系のうち冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の小口径の

ものを除く。）は、ＭＳ－１の「原子炉停止後の除熱機能」の関連系であることから、当該機

能と同位の重要度となる。 

 

  （c）「放射性物質の貯蔵機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－３（「放射性物質の貯蔵」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－３（「放射性物質の貯蔵機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」でも同様に本機能をＰＳ－３とした。 

 

  （d）「通常運転時の冷却材の循環機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－３（「冷却材の循環」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－３（「原子炉冷却材の循環機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」でも同様に本機能をＰＳ－３とした。 

 

  （e）「通常運転時の最終ヒートシンクへの熱輸送機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： 該当なし 

    高速増殖炉の安全性の評価の考え方において、主給水ポンプ軸固着事故を考慮することが要

求され、「常陽」では、プラントの特徴を踏まえ、「主給水ポンプ」を「主送風機」と読み替え、

「異常状態の起因事象となるものであってＰＳ－１、ＰＳ－２以外の構築物、系統及び機器」
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として、本機能をＰＳ－３とした。 

 

  （f）「電源供給機能（非常用を除く。）」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： ＰＳ－３（「電源供給機能（非常用を除く。）」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＰＳ－３とした。 

 

  （g）「プラント計測・制御機能（安全保護機能を除く。）」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－３（「プラント計測・制御」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－３（「プラント計測・制御機能（安全保護機能を除く。）」） 

    これを踏まえて、「常陽」でも同様に本機能をＰＳ－３とした。 

 

  （h）「核分裂生成物の原子炉冷却材中への放散防止機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＰＳ－３（「冷却材へのＦＰ放散防止」） 

       発電炉指針 ： ＰＳ－３（「核分裂生成物の原子炉冷却材中への放散防止機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」でも同様に本機能をＰＳ－３とした。 

 

  なお、上記（a）から（h）以外に発電炉指針では、①『プラント運転補助機能』、②『原子炉冷

却材の浄化機能』をＰＳ-３としている。①については、当該機能に該当する原子炉冷却材温度制

御系の制御用圧縮空気設備（主冷却系アキュムレータタンクＡ及びＢ～主送風機ベーン及びダン

パ）について、「プラント計測・制御機能（安全保護機能を除く。）」に含めるものとした。②につ

いては、異常状態の起因事象となるような設備を有しないことから、対象外とした。 

[18]



12条(1)-別紙 3-14 

 

 5.2 ＭＳ－３ 

 （１）定義 

  （ⅰ）運転時の異常な過渡変化があってもＭＳ－１、ＭＳ－２とあいまって、事象を緩和す

る構築物、系統及び機器、（ⅱ）異常状態への対応上必要な構築物、系統及び機器をＭＳ－３

とする。 

 

 （２）選定結果 

機 能 構築物、系統又は機器 

制御室外からの安全停止機能（ⅰ） ① 中央制御室外原子炉停止盤（安全停止に関連するもの） 

燃料プール水の補給機能（ⅰ） ① 原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備 
 １）水冷却浄化設備（ＭＳ－２に属するものを除く。） 
② 第一使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備 
 １）水冷却浄化設備（ＭＳ－２に属するものを除く。） 
③ 第二使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備 
 １）水冷却浄化設備（ＭＳ－２に属するものを除く。） 

出力上昇の抑制機能（ⅰ） ① インターロック系 
 １）制御棒引抜きインターロック系 

緊急時対策上重要なもの 
及び異常状態の把握機能（ⅱ） 

① 事故時監視計器（ＭＳ－２に属するものを除く。） 
② 放射線管理施設（ＭＳ－２に属するものを除く。） 
③ 通信連絡設備 
④ 消火設備 
⑤ 安全避難通路 
⑥ 非常用照明 

 

 （３）選定の考え方 

  （a）「制御室外からの安全停止機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－３（「制御室外安全停止」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－２（「制御室外からの安全停止機能」） 

    発電炉指針では、「電気系統に対する設計上の考慮」において、クラス２であって非常用所

内電源への接続を求められるものの一つを「異常時の対応上特に重要な機能」とし、「制御室

外からの原子炉停止装置」を当該機能に含むものとしている。一方、「常陽」における「制御

室外からの安全停止機能」における運転員の操作は、原子炉を手動でスクラムするために、中

央制御室外原子炉停止盤に配置されたボタンを押すのみであること、また、中央制御室外原子

炉停止盤は、フェールセーフを設計思想としており、電源喪失時には、運転員の操作を期待す

ることなく、所定の機能が達成されることから、非常用電源への接続を必要としない。非常用

電源への接続を必要とする発電炉指針の「制御室外からの安全停止機能」と、「常陽」の「制

御室外からの安全停止機能」は異なるものであり、ここでは、中央制御室外原子炉停止盤の特

徴を踏まえ、本機能は、「ＭＳ－２：異常状態への対応上特に重要な構築物、系統及び機器」

ではなく、試験研究炉指針に倣いＭＳ－３とした。 

 

  （b）「燃料プール水の補給機能」 

    4.2（3）の「燃料プール水の保持機能」を参照。 
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  （c）「出力上昇の抑制機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： 該当なし 

       発電炉指針 ： ＭＳ－３（「出力上昇の抑制機能」） 

    これを踏まえて、「常陽」では、発電炉指針に倣い本機能をＭＳ－３とした。 

 

  （d）「緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能」 

    試験研究炉指針及び発電炉指針において、本機能に相当するものの重要度は以下のとおりで

ある。 

     試験研究炉指針 ： ＭＳ－３（「緊急時対策上重要なもの」） 

       発電炉指針 ： ＭＳ－３（「緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能」） 

    これを踏まえて、緊急時対策上重要なものをＭＳ－３とし、さらに、発電炉指針に倣いＭＳ

-２以外の事故時監視計器及び放射線管理施設をＭＳ－３とした。 

 

  なお、上記（a）から（d）以外に発電炉指針では、①「原子炉圧力の上昇の緩和機能」、②「原

子炉冷却材の補給機能」をＭＳ-３としている。①については、「常陽」では、運転時の異常な過渡

変化及び設計基準事故時に作動を要求される安全弁及び逃がし弁を必要としない（有しない）こと

から、対象外とした。②については、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時に作動を要求さ

れる補給機能を必要としない（有しない）ことから、対象外とした。 
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【安全施設の構造概要】 
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PS-1：原子炉冷却材バウンダリ機能
（MS-1：１次冷却材漏えい量の低減機能の一部を含む）

原子炉容器 １次主冷却系
（A/B）

２次主冷却系
（A/B）

１次補助冷却系

２次補助冷却系

原子炉冷却材バウンダリ： ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施設において一次冷却材を内包する
ものであって、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において冷却材障壁を形成
するもので、かつ、それが破壊することにより一次冷却材漏えい事故となる部分

１次ナトリウム充填・ドレン系

原子炉容器本体
主中間
熱交換器

配管（外側）
配管（内側）

１次主循環
ポンプ

弁リークジャケット

補助中間
熱交換器

【耐震重要度分類：Ｓクラス】
（ⅰ）
原子炉冷却材バウンダリを構成する機器・
配管系

① 原子炉容器
１）本体

② １次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナトリウム充填・ドレン系
１）原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。）

 

 

 

PS-1：炉心形状の維持機能

支持構造物 炉心支持板

バレル構造体

炉心構成要素

原子炉容器

【耐震重要度分類：Ｓクラス】

（ⅲ）
原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設及び原子
炉の停止状態を維持するための施設

① 制御棒
② 制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

③ 後備炉停止制御棒
④ 後備炉停止制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

① 電気計装設備（原子炉保護系（スク
ラム）に関するもの）

② 炉心支持構造物
１）炉心支持板
２）支持構造物

③ 炉心バレル構造物
１）バレル構造体

④ 炉心構成要素
１）炉心燃料集合体
２）照射燃料集合体
３）内側反射体
４）外側反射体（Ａ）
５）材料照射用反射体
６）遮へい集合体
７）計測線付実験装置
８）照射用実験装置
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MS-1：原子炉の緊急停止及び未臨界維持機能

原子炉容器

回転プラグ

制御棒／
後備炉停止制御棒

下部案内管

上部案内管

駆動機構

炉心支持板／バレル構造体／支持構造物炉心構成要素

【耐震重要度分類：Ｓクラス】

（ⅲ）
原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設及
び原子炉の停止状態を維持するための施設

① 制御棒
② 制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

③ 後備炉停止制御棒
④ 後備炉停止制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

① 電気計装設備（原子炉保護系
（スクラム）に関するもの）

② 炉心支持構造物
１）炉心支持板
２）支持構造物

③ 炉心バレル構造物
１）バレル構造体

④ 炉心構成要素
１）炉心燃料集合体
２）照射燃料集合体
３）内側反射体
４）外側反射体（Ａ）
５）材料照射用反射体
６）遮へい集合体
７）計測線付実験装置
８）照射用実験装置

 

 

 

MS-1：原子炉停止後の除熱機能

１次主循環ポンプ：主電動機 停止
ポニーモータ 運転

２次主循環ポンプ：停止（自然循環）
主送風機 ：停止（自然通風）

原子炉容器 １次主冷却系
（A/B）

２次主冷却系
（A/B）

主中間
熱交換器

配管（内側）

１次主循環
ポンプ

２次主循環
ポンプ

１次ナトリウム充填・ドレン系

弁

主冷却機

逆止弁

２次ナトリウム純化系／
２次ナトリウム充填・ドレン系

最終ヒートシンク
（大気）

１
次
補
助
冷
却
系
／
２
次
補
助
冷
却
系

配管

【耐震重要度分類：Ｓクラス】

（ⅳ）
原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去す
るための施設

① 原子炉容器 １）本体
② 炉心支持構造物 １）炉心支持板／２）支持構造物
③ 炉心構成要素 １）炉心燃料集合体／２）照射燃料集合体
④ １次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナトリウム充填・ドレン系
１）原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。）
２）１次主循環ポンプポニーモータ／３）逆止弁

⑤ ２次主冷却系、２次補助冷却系、２次ナトリウム純化系及び２次ナトリウム充填・ドレン系
１）冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。）
２）主冷却機（主送風機を除く。）  
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MS-1：１次冷却材漏えい量の低減機能

原子炉容器 １次主冷却系
（A/B）

２次主冷系
（A/B）

１次補助冷却系

２次補助冷却系

１次予熱窒素ガス系

主中間
熱交換器

配管（外側）

１次主循環
ポンプ

弁リークジャケット

サイフォンブレーク弁 １次予熱窒素ガス系仕切弁

逆止弁

ナトリウム漏えい検出器

補助中間
熱交換器

【耐震重要度分類：Ｓクラス】

（ⅴ）
原子炉冷却材バウンダリ破損事故
の際に障壁となり、１次冷却材の
漏えいを低減するための施設

① 原子炉容器 １）リークジャケット
② １次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナトリウム充填・ドレン系のうち、原子炉冷
却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁の配管（外側）又はリークジャケット

③ １次主冷却系 １）逆止弁
④ １次補助冷却系 １）サイフォンブレーク弁
⑤ １次予熱窒素ガス系 １）仕切弁

① 電気計装設備（ナトリウ
ム漏えい検出器に関するも
の）

 

 

 

配管・弁

MS-1：放射性物質の閉じ込め機能

原子炉容器

１次主冷却系
１次補助冷却系

格納容器

外周コンクリート壁

アニュラス部

非常用ガス処理装置

主排気筒

アニュラス部排気系

放射線低減効果の大きい遮蔽
（安全容器及びコンクリート遮へい体冷却系を含む）

【耐震重要度分類：Ｓクラス】
（ⅵ）
原子炉冷却材バウンダリ破損事故の際に障壁とな
り、放射性物質の放散を直接防ぐための施設

① 格納容器
② 格納容器バウンダリに属する配管・弁

① 電気計装設備（原子炉保護系（アイソレーション）
に関するもの）
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MS-1：工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能

原子炉保護系

【耐震重要度分類：Ｓクラス】
（ⅲ）
原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設
及び原子炉の停止状態を維持するための施設

① 制御棒
② 制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

③ 後備炉停止制御棒
④ 後備炉停止制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

① 電気計装設備（原子炉保護系
（スクラム）に関するもの）

② 炉心支持構造物
１）炉心支持板
２）支持構造物

③ 炉心バレル構造物
１）バレル構造体

④ 炉心構成要素
１）炉心燃料集合体
２）照射燃料集合体
３）内側反射体
４）外側反射体（Ａ）
５）材料照射用反射体
６）遮へい集合体
７）計測線付実験装置
８）照射用実験装置

【耐震重要度分類：Ｓクラス】
（ⅵ）
原子炉冷却材バウンダリ破損事故の際に障壁となり、放射性物質の
放散を直接防ぐための施設
① 格納容器
② 格納容器バウンダリに属す
る配管・弁

① 電気計装設備（原子炉保護
系（アイソレーション）に関
するもの）

核計装

プロセス計装

その他のトリップ信号

指示

指示

指示

指示

指示

指示
中央制御室
制御盤

中央制御室外
原子炉停止盤

トリップ信号

トリップ信号

制御棒駆動機構
後備炉停止制御棒駆動機構

その他の設備

論理回路

補助継電器
接 触 器

アイソレーション スクラム その他のインターロック動作

操
作
ス
イ
ッ
チ

操
作
ス
イ
ッ
チ

ト
リ
ッ
プ
信
号

操
作
ス
イ
ッ
チ

ラ
ン
プ
表
示

ラ
ン
プ
表
示

状
態
信
号

状
態
信
号

 

 

MS-1：安全上特に重要な関連機能
MS-2：安全上重要な関連機能

非常用ディーゼル電源系
※ ディーゼル発電機に冷却水
を供給するため、補機冷却設備
の一部を使用

交流無停電電源系

直流無停電電源系

【耐震重要度分類：Ｓクラス】 （ⅷ）その他
① 中央制御室
② 非常用ディーゼル電源系（上記（ⅰ）～（ⅷ）に関連するもの）
③ 交流無停電電源系（上記（ⅰ）～（ⅷ）に関連するもの）
④ 直流無停電電源系（上記（ⅰ）～（ⅷ）に関連するもの）
⑤ 補機冷却設備（上記（ⅰ）～（ⅶ）に関連するもの）
⑥ 空調換気設備（上記（ⅰ）～（ⅶ）に関連するもの）

※ その他：中央制御室
（居住性確保に係る空調換気設備を含む）

大洗研究所（南地区）
南受電所
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12条(1)-別紙 3-21 

 

PS-2：原子炉カバーガス等のバウンダリ機能

原子炉容器 １次主冷却系
（A/B）

主中間
熱交換器

１次主循環
ポンプ

１
次
補
助
冷
却
系

２
次
主
冷
却
系

回転プラグ

１次アルゴンガス系

呼吸ガス
圧力調整
ヘッダ

気体廃棄物
処理設備

アルゴンガス
供給設備

１次オーバーフロー系 １次ナトリウム充填・ドレン系

オーバーフロータンク １次冷却材ダンプタンク
 

 

 

PS-2：原子炉冷却材バウンダリに直接接続されていないものであ
って、放射性物質を貯蔵する機能（アルゴン廃ガス処理系）

アルゴン廃ガス処理系
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12条(1)-別紙 3-22 

 

取扱注意

PS-2：原子炉冷却材バウンダリに直接接続されていないものであ
って、放射性物質を貯蔵する機能（貯蔵ラック・水冷却池）

PS-2：燃料を安全に取り扱う機能

 

 

MS-2：燃料プール水の保持機能
サイフォンブレーク弁

原子炉附属建物

水冷却池
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12条(1)-別紙 3-23 

 

MS-2：放射線の遮蔽及び放出低減機能
MS-2：事故時のプラント状態の把握機能

原子炉容器

１次主冷却系
１次補助冷却系

格納容器

配管・弁

外周コンクリート壁

アニュラス部

非常用ガス処理装置

主排気筒

アニュラス部排気系

格納容器γ線モニタ（A）：EM-1

格納容器γ線モニタ（A）：EM-2

放射線低減効果の大きい遮蔽
（安全容器及びコンクリート遮へい体冷却系を含む）

 

 

 

PS-3：１次冷却材を内蔵する機能（PS-1以外のもの）

原子炉容器 １次主冷却系
（A/B）

主中間
熱交換器

１次主循環
ポンプ

１
次
補
助
冷
却
系

２
次
主
冷
却
系

１次オーバーフロー系 １次ナトリウム充填・ドレン系

オーバーフロータンク １次冷却材ダンプタンク

１次ナトリウム純化系
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12条(1)-別紙 3-24 

 

PS-3：２次冷却材を内蔵する機能

（通常運転時の炉心の冷却に関連するもの）

主循環ポンプ（A）
１次冷却系

（Aループ）

流量計（Aループ）

２次冷却系主循環ポンプ（A）
主冷却器

１次ダンプタンク（B） １次ダンプタンク（A） オーバフロータンク

主冷却器

主中間熱交換器（A）

原子炉容器

主送風機主送風機

補助系電磁ポンプ

２次冷却系主循環ポンプ（B）

補助冷却器

補
助
中
間
熱
交
換
器

２次ダンプタンク

M M

M M

純化系電磁ポンプ

コールドトラップ

主冷却器（1A） 主冷却器（2A）主冷却器（1B）主冷却器（2B）

主中間熱交換器（B）

補助冷却2次系
循環ポンプ

補助冷却
2次系流量計

2次冷却材
2 次 冷 却 系2 次 冷 却 系

流量計（Bループ）

1次冷却系
流 量 計

（Bループ）

1次冷却系
流 量 計

１次冷却系
主循環ポンプ（B）

FE

TE

TETE

LE LE LE

補助冷却系流量計

原子炉容器液面計

FE

FE

1次冷却材
純化系電磁ポンプ

コールドトラップ

オーバフロー
汲上電磁ポンプ

主送風機（1A） 主送風機（2A）主送風機（2B） 主送風機（1B）

TE

補助中間熱交換器 主中間熱交換器（A） 主中間熱交換器（B）
 

 

 

【液体廃棄物処理設備】

PS-3：放射性物質の貯蔵機能

【固体廃棄物貯蔵設備】

廃棄物処理建物 ：固体廃棄物Ａ貯蔵設備及び固体廃棄物Ｂ貯蔵設備
原子炉附属建物 ：原子炉附属建物固体廃棄物貯蔵設備
第二使用済燃料貯蔵建物：第二使用済燃料貯蔵建物固体廃棄物貯蔵設備
メンテナンス建物 ：メンテナンス建物固体廃棄物貯蔵設備

廃棄物処理建物
アルコール廃液処理装置 アルコール分再使用

原子炉附属建物
液 体 廃 棄 物 Ｂ

受 入 タ ン ク

ろ　過　器

廃 液 調 整

タ　ン　ク

蒸 発 濃 縮

処 理 装 置

蒸気ドレン

ピ　ッ　ト

一般排水へ

廃棄物管理施設

大洗研究所

廃 液 移 送

タ　ン　クタ　ン　ク

タ　ン　ク

メンテナンス建物

廃 液 タ ン ク

液体廃棄物Ａ

液体廃棄物Ｂ

第一使用済燃料貯蔵

建 物 廃 液 タ ン ク

第二使用済燃料貯蔵

建 物 廃 液 タ ン ク

核燃料物質使用施設

各建物の廃液タンク

液 体 廃 棄 物 Ａ

受 入 タ ン ク

逆　洗　液 濃　縮　液

固 化 装 置

固体廃棄物

として処理
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12条(1)-別紙 3-25 

 

原子炉容器 １次主冷却系
（A/B）

２次主冷却系
（A/B）

主中間
熱交換器

１次主循環
ポンプ

２次主循環
ポンプ

主冷却機

１次主循環ポンプ：運転（主電動機）
２次主循環ポンプ：運転
主送風機 ：運転

PS-3：通常運転時の冷却材の循環機能

PS-3：通常運転時の最終ヒートシンクへの熱輸送機能

PS-3：プラント計測・制御機能（安全保護機能を除く）

最終
ヒート
シンク
（大気）

原子炉冷却材温度制御系
により、インレットベー
ン又は入口ダンパの開度
を調整することで制御

主冷却機

 

 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼

内径/外径 約5.5mm / 約4.8mm

炉心燃料集合体断面

炉心燃料
集合体

燃料領域高さ
500mm

燃料要素数 ：127本
燃料要素ピッチ：約6.5mm

被覆管

PS-3：核分裂生成物の

原子炉冷却材中への放散防止機能
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12条(1)-別紙 3-26 

 

中央制御室外原子炉停止盤（RSP）には、手動スクラムボタンを設置
（既設回路の手動スクラムボタンに直列して設置）

手動スクラム
ボタン

（中央制御室）

手動スクラム
ボタン

（中央制御室）

手動スクラム
ボタン
（RSP）

手動スクラム（RSP）の追加イメージ

※

手動スクラムは、原子炉保護系作動信号の一つであり、「※」の
リレーが無励磁となることをインプットとし、原子炉保護系が動
作して、原子炉がスクラム

MS-3：制御室外からの安全停止機能

＜機器操作＞

・ 手動スクラム

＜監視パラメータ＞

・ 線形出力系核計装指示値（3チャンネル）
・ 原子炉出口冷却材温度（Ａ／Ｂ）
・ 原子炉入口冷却材温度（Ａ／Ｂ）

 

 

 

MS-3：燃料プール水の補給機能
サイフォンブレーク弁

原子炉附属建物

水冷却池
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12条(1)-別紙 3-27 

 

MS-3：出力上昇の抑制機能

制御棒引抜きインターロックは、以下の条件を満足した場合に、制御棒駆動系によりラッチした制御棒を
引抜きできるものとする。なお、運転モードスイッチが「停止モード」の場合には、制御棒駆動系について、
制御棒が切り離されていることを条件に単独引抜・挿入操作又は全数引抜・挿入操作ができるものとする。

（ⅰ）運転モードスイッチが「起動モード」、「低出力モード」又は「高出力モード」であること。
（ⅱ）原子炉保護系（スクラム）の条件がすべて解除されていること。
（ⅲ）ラッチリミットスイッチが作動していること。
（ⅳ）核計装の指示値が、運転モードスイッチの位置に応じた設定範囲内にあること。
（ⅴ）制御棒選択スイッチにより操作する制御棒が選択されていること。

取扱注意

 

 

MS-3：緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能

【一例】

中央制御室には、原子炉施設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視すると
ともに、 原子炉施設の安全性を確保するために必要な操作を手動により行うことがで
きるものとするため、各種の制御盤及び監視盤、通信連絡設備等を設置
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12条(1)-別紙 3-別添 1-1 

 

別添 1 

 

「燃料プール水の補給機能」喪失時の燃料プールの液位評価 

 

 

  「燃料プール水の補給機能」喪失時の燃料プール水の液位評価として、設置許可基準規則第 53

条（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）における「使用済燃料貯蔵設備の冷却機能

が失われ、使用済燃料の損傷が想定される事故」時の評価について、以下に示す。 

 

 （1）事故の想定 

   全交流動力電源喪失により、原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備の水冷却浄化設備が機能を喪

失することで、冷却水の蒸発により使用済燃料の冠水が維持できなくなる事象として考える。第

1図に原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備の水冷却池の構造を示す。 

 

 （2）評価条件 

  ⅰ） 事故発生時、原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備の水冷却池に貯蔵された使用済燃料の崩

壊熱は、以下の条件に基づき算出された約 160kWとする。 

     ・ 年間 5サイクル運転（60日運転、19日停止）、定期検査 6ヵ月を繰り返す工程で、原

子炉容器内貯蔵ラックにおいて、1 運転サイクル冷却した炉心燃料集合体を 10 体ずつ

水冷却池に 121 体（水冷却池の貯蔵容量 200 体から 1 炉心分 79 体を除いた値）に達す

るまで貯蔵するものとする。その後、炉心燃料集合体を 1 炉心分（79 体）水冷却池に

移動させた場合を想定する。 

  ⅱ） 水冷却池からの除熱は、水冷却池の側面及び底面は断熱を仮定し、水面からの無風状態で

の冷却水の蒸発のみ考慮する。 

  ⅲ） 水冷却池の初期水量は、580 m3とする。 

 

 （3）評価結果 

   第 2図に使用済燃料貯蔵設備の冷却機能を喪失した場合の水冷却池の水位の変化を示す。第 2

図に示すとおり、使用済燃料頂部より上方 2m（グラウンドレベル基準-5.75m）まで水位が低下

するまでに要する期間は約 59日（約 2ヵ月）である。 
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12条(1)-別紙 3-別添 1-2 

 

 

壁

トラックヤード

約 9.8 m

貯蔵ラック

約 8.6 m

約 13 m

約
5.8 m

輸送キャスク
ピット

水中台車エリア

水冷却池

平面図
 

 

貯蔵ラック

断面図

水冷却池

約
3.5 m

GL+200 約
0.8 m

約
10.3 m

約
12.3 m

缶詰設備

水中台車

＊1：使用済燃料頂部上方 2 m

＊1 使用済燃料頂部位置

約
3.2 m

2 m

 

 

第 1図 原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備の水冷却池の構造概略 
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12条(1)-別紙 3-別添 1-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 使用済燃料貯蔵設備の冷却機能を喪失した場合の水冷却池の水位の変化 

 

使用済燃料頂部上方 2 m水位 
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12条(1)-別紙 3-別添 2-1 

 

別添 2 

 

格納容器（床下）の窒素雰囲気維持機能と当該エリアのライナの位置付け 

 

 

  設計基準事故においては、 

   イ 炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能であること。 

   ロ 原子炉格納容器の漏えい率は、適切な値以下に維持されること。 

   ハ 周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないこと。 

  上記を満たすものであることが求められる。 

   

  原子炉冷却材バウンダリを構成する機器・配管は、二重構造を有し、原子炉の運転中に、何らか

の原因で原子炉冷却材バウンダリの配管が破損した場合に、漏えいした冷却材は、当該二重構造ア

ニュラス部で保持される（ＭＳ－１：１次冷却材漏えい量の低減機能）ため、１次冷却材の液位を

必要な高さ（１次主冷却系による冷却材の循環に必要な液位）に保持し、炉心冷却機能を確保でき

る（ＭＳ－１：原子炉停止後の除熱機能）。また、漏えいした冷却材（核分裂生成物を含む。）が格

納容器雰囲気中に移行することも防止できるため、冷却材漏えいに伴う格納容器内温度・圧力の上

昇はなく、格納容器の漏えい率は適切な値以下に維持され、さらに、周辺の公衆に対して著しい放

射線被ばくのリスクを与えない。 

 

  格納容器（床下）の窒素雰囲気維持機能と当該エリアのライナは、その機能喪失により異常を発

生させるものではなく、ＰＳには該当しない。また、上記より、設計基準事故等におけるＭＳにも

該当しない。 

 

ただし、原子炉施設保安規定では、原子炉の運転に当たり、起動前にライナの健全性を検査する

こと、また、格納容器（床下）を窒素雰囲気で維持することを定めている。ライナが健全でなかっ

た場合や格納容器（床下）を窒素雰囲気で維持できない場合に、原子炉が運転されることはない。 

  

なお、添付書類十の「１次冷却材漏えい事故」にあっては、「ＭＳ－１：１次冷却材漏えい量の

低減機能」により、格納容器雰囲気中への冷却材（核分裂生成物を含む。）の漏えいが防止される

ため、格納容器内温度・圧力の上昇や格納容器雰囲気中への核分裂生成物の移行が生じないことに

鑑み、敢えて、原子炉停止後の冷却材漏えいを想定し、その燃焼による格納容器の健全性及び周辺

公衆の被ばくへの影響を評価したものである。 
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